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はじめに

京都府では、管理職や経験豊かな教職員の大量退職の時代を迎え、学

校を取り巻く状況が大きく変化しています。次世代を担う管理職やミド

ルリーダーの養成、また初任者・新規採用者の増加に伴う若手教職員の

計画的な育成など、教職員の人材育成と学校組織の活性化への対応が重

要な課題となっています。

京都府教育委員会では、平成23年１月に、新たな京都府の教育振興基

本計画「京都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～」を策定

し、京都の未来を創造する人づくりに向けて歩み出しました。

また、京都府総合教育センターでは、「『教師力』向上のための指針」

（平成19年６月）を踏まえ、「学校・教職員を支援するセンター」を使

命（ミッション）とし、教職員の多忙化に配慮しつつ、研修と研究の一

体化が図れるよう、単位制履修制度の創設や出前講座の拡充など、様々

な工夫を続けてきたところです。

本年度も、所員の研究成果を「研究紀要」の形で公刊することとし、

学力問題や別室登校などについて４編の論考を集録いたしました。これ

らの研究が各学校における教育実践の一助となれば幸いです。また、今

後の研究・研修に生かすため、御批評、御指導をいただきますようお願

い申し上げます。

最後になりましたが、調査・研究に御協力いただきました皆様、専門

的立場から御指導をいただきました関係各位及び指導助言をいただいた

当センター顧問の山口満先生に厚く御礼申し上げます。

京都府総合教育センター所長

角南 ちえみ
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「別室登校」児童生徒の教室復帰に効果的な関わり 

－児童生徒と保護者の声から－ 

 

 

中垣 ますみ  小泉 隆平  吉田 晴美  中江 ひとみ 

（京都府総合教育センター） 

中川 靖彦  奥澤 嘉久 

（京都府総合教育センター北部研修所） 

 

 

要約： 「別室登校」児童生徒 42名、その保護者 45名を対象にした質問紙調査から、「別室登校」児童

生徒は「別室」で主に学習活動に取り組んでいると考えていること、保護者は「別室登校」から将来「教

室復帰」することを期待しており、「別室登校」は保護者に安心感をもたらすことがわかった。さらに、

保護者は「別室」では自習だけではなく、個別の学習指導や学年に応じた学習指導を望んでいることや「別

室登校」児童生徒は教職員等との「関係作り」がうまくいけば、「別室」への満足度が上昇するが、「自

分の気持ちが理解されない」と感じると不満を感じやすくなることがわかった。「別室」はそこでの指導

が効果的に行われるならば、教室復帰を促進する効果があることや児童生徒と保護者の「別室」に対する

期待を高める働きをすることが考えられた。 

 

キーワード： 別室登校、保護者と児童生徒の声、ＳＣＡＴ

 

 

 

Ⅰ はじめに 

京都府教育委員会では、平成 22年度に、府内全

小中学校（京都市立、私立を除く）を対象に「別

室登校」児童生徒の実態と「別室」での指導内容

について調査研究を行い、その調査研究結果は

「『別室登校』～別室登校児童生徒の実態把握と

支援の在り方～」（2011a、山本ら）および、「『別

室登校』児童生徒に対する効果的な指導方法につ

いての探索的調査研究」（2011b、山本ら）で報告

された。その調査研究では、全小学校の 25.8％、

全中学校の 77.8％で「別室登校」が実施されてい

たことが明らかになった。また、小学校 111 名、

中学校 340 名の児童生徒が「別室登校」をしてい

たこともわかり、「別室登校」児童生徒の内、小

学校で 49.1％、中学校で 26.8％が「完全に教室登

校に戻った」り「教室登校が増えた」りし、「別

室登校」が教室復帰に効果的であることが確認さ

れた。その研究から、中学校では一人で自習をさ

せるのではなく、教科指導・学習指導を中心とし

た関わりが「別室登校」児童生徒の教室復帰に効

果的であることが明らかになった。教職員にとっ

て「別室登校」児童生徒とつながりやすい教科指

導・学習指導という分野で人間関係を築きながら、

「別室登校」児童生徒と関わり続けたことが「別
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室登校」児童生徒の教室復帰に効果的であったと

考えられた。また、スクールカウンセラーや「心

の居場所サポーター」の配置が児童生徒の教室復

帰に効果的であったことも明らかになり、スクー

ルカウンセラーや「心の居場所サポーター」が「別

室登校」児童生徒と個別に継続的な関わりをした

ことが教職員の「別室登校」児童生徒理解を深め

ることにつながって、「別室登校」児童生徒の教

室復帰を促したと考えられた。 

 さらに、「キーパーソンを中心とした１対１の

関わりから徐々に人間関係を広げること」「学級

とのつながりを大切にすること」「『別室登校』

児童生徒同士の関わりを大切にすること」「教室

や部活動の友人関係を大切にすること」が「別室

登校」児童生徒の教室復帰に効果的であるという

ことが示唆された。 

 継続して平成 23年度に実施された調査研究では、

「別室登校」児童生徒の教室復帰に効果的な教職

員による関わりを構成する因子を明らかにするこ

とが研究の主な目的であった。その成果は「『別

室登校』Ⅱ －教室復帰に効果的な関わり－」

（2012a、山本ら）および、「『別室登校』（１）

～質問紙調査から見えてくる教室復帰に効果的な

関わり～」（2012b、山本ら）にまとめられた。こ

の研究では、教職員の「別室登校」児童生徒に対

する関わりを構成する因子や因子ごとの教室復帰

効果が明らかになった。明らかになった因子は、

「直接的コミュニケーション」因子、「学習成果

期待」因子、「家庭への働きかけ」因子、「学級

とのつながり」因子と名付けられた。小学校中学

校ともに「直接的コミュニケーション」因子が児

童生徒の教室復帰に効果的であることや小学校に

おいて「教室とのつながり」因子が教室復帰に効

果的であることがわかった。また、「別室」での

満足度を構成する因子を分析したところ、「別室

登校」児童生徒の活動が「『別室』内との関わり」

と「『別室』外との関わり」に大別されるなか、

「『別室』外との関わり」因子が教室復帰に効果

的であるという知見も得られた。 

 また、「『別室登校』（２）～事例から見えて

くる効果的な教職員の関わり～」（2012c、山本ら）

では、事例研究をとおして「別室登校」児童生徒

の教室復帰に効果的な教職員の関わりについて報

告され、数量的な研究を裏付ける結果を得た。こ

うして、数量的研究と質的研究から「別室登校」

児童生徒に対する教室復帰に向けた教職員の効果

的な関わりについての研究を重ねてきたが、実際

に「別室」を利用している児童生徒やその保護者

が「別室登校」にどのような思いをもつのか調査

する機会は先行研究を含めてこれまでになかった。 

 そこで、本研究では「別室登校」児童生徒自身

とその保護者への聞き取り調査をもとに、その思

いを明らかにし、「別室登校」児童生徒に対する

効果的な支援の在り方について検討することを目

的にした。 

 なお、本研究では「別室登校」の定義を、これ

までの研究（山本ら、2011）と同様、「不登校傾

向の児童生徒が学校に登校している間、定められ

た通常の教育活動から離れて、常時もしくは特定

の時間帯に相談室や保健室などの校内の別室(や

他の場所)で,個別もしくは小集団で活動している

状態」としている。 

 

Ⅱ 方法 

１ 対象 

調査対象は、研究指定８市（八幡市、城陽市、

木津川市、亀岡市、綾部市、福知山市、舞鶴市、

宮津市の小学校 111校、中学校 48校）において 2010

年（平成 22年）度中、「別室登校」していた児童

生徒（各校で最大５名までを対象とする）とその

保護者であった。 
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２ 手続き 

調査方法として自由記述欄をもうけた質問紙を

用いた。質問紙は、対象者別に児童生徒用アンケ

ート用紙と保護者用アンケート用紙に分けられて

いる。 

調査時期は 2011 年（平成 23 年）７月～９月で

あり、７月に学校をとおして調査対象者に質問紙

を配布し、９月に学校をとおして回収した。調査

研究の目的や回答方法の説明は記述したものを質

問紙の種類ごとに同封した。すべての質問紙につ

いてプライバシー保護の観点から個別に封筒を用

意して厳封のうえ回収した。 

 

３ 分析方法について 

自由記述項目分析にはＳＣＡＴ（Steps for 

Coding and Theorization）を用いた。ＳＣＡＴは

大谷(2007)によると、「マトリクスの中にセグメ

ント化したデータを記述し，そのそれぞれに， 

<1>データの中の着目すべき語句 <2>それを言い

かえるためのデータ外の語句 <3>それを説明す

るための語句 <4>そこから浮き上がるテーマ・構

成概念の順にコードを考えて付していく４ ステ

ップのコーディングと、<4> のテーマ・構成概念

を紡いでストーリーラインを記述し、そこから理

論を記述する手続きとからなる分析手法である。

この手法は、一つだけのケースのデータやアンケ

ートの自由記述欄などの、比較的小規模の質的デ

ータの分析にも有効である。」と言われている。

この分析方法の背景には質的研究で多く使用され

るグラウンデッド・セオリー・アプローチ

(Grounded Theory Approach ;以下 GTAと記す)が

あるが、GTAは「比較的大規模のデータの採取と長

い研究期間を要する」が、SCATは「ごく小規模の

データやすでに採取した手持ちのデータ」（大谷、

2011）に適用できるメリットがある。 

質的データの分析手法としてのＳＣＡＴの意義

として大谷（2007）は４つの特長を挙げている。

まず質的データの「分析手続きの明示化」がなさ

れること。次にそのことから「分析の初段階への

円滑な誘導」ができること。そして分析したマト

リクスを分析過程として示すことで「分析過程の

省察可能性と反証可能性の増大」が図られたこと

によって、科学性を高めたこと。最後に「マトリ

クスがコード化を促進し、コード化がマトリクス

の形成を促進する」という相互作用によって「理

論的コーディングと質的データ分析の統合」が促

進されることである。 

以上のような観点から今回の児童生徒調査と保

護者調査の自由記述の分析にSCATを用いることに

した。 

 

Ⅲ 結果 

調査対象者別の回答者数の内訳は、児童生徒回

答数が、121人中 45人で 37.2%（小学生 33人中 17

人で 51.5%、中学生 88人中 28人で 31.8%）。保護

者回答数が、121 人中 42 人であり、4.7%（小学生

保護者 33 人中 16 人で 48.5%、中学生保護者 88 人

中 26人で 29.5%）であった。 

 

１ 児童生徒調査の項目の分析結果 

 児童生徒調査の自由記述欄には「この部屋で主

にどんなことをしていましたか？」「よかったと

思うことや、楽しかったことはどんなことです

か？」「もっとこうして欲しかったと思うことや

困ったことは？」という質問項目を設定した。有

効回答数は N＝45 であった。以下、コーディング

によって抽出された項目の人数については重複が

ある。 

 

ア この部屋で主にどんなことをしていました

か？ 

児童生徒調査では別室での関わりとして最も多
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かったのは「学習（自習・プリント学習含む）」

で 33名。次いで「友人や教職員との関係作り（遊

び・会話等を含む）」が 14名。「児童生徒の特性

に合わせた活動（PC・読書等を含む）」が 10名。

無記入が５名だった。このことから「別室」では

「学習」中心の指導が行われており、併せて友人

や教職員との関係作りや児童生徒の特性を考えた

指導がされていたことが分かった。 

 

イ よかったと思うことや、楽しかったことはど

んなことですか？ 

「関係作り」ができたことに満足している児童

生徒は 22名で最も多かった。「休み時間のたびに

友だちが遊びにきてくれたことがうれしかった」

（小）、「他の人と話せたことがよかった」（中）、

「先生といっしょに勉強できてよかったです。あ

と色々な先生と遊びができてよかったです」等の

記述が見られた。 

「関係作り」の相手で最も多いのは「友人」で

12 名だった。しかし小学生と中学生には友人の対

象に違いがあった。「友人」の内訳として「別室

の友人」は９名でうち中学生が８名、小学生１名

だった。小学生は「教室の友人」が３名、中学生

は０名であった。このことから小学生は教室の友

人とのつながりをよかったと感じ、中学生は今い

る「別室」の関係ができることをよかったと感じ

ていることがうかがえた。「教職員」と答えた児

童生徒は９名であり、その内訳として中学生が６

名、小学生は３名であった。「教職員か友人のど

ちらか不明」が６名で内訳として小学生中学生と

もに３名ずつであった。また、小学生中学生とも

に教職員との関係作りができたことに満足してい

ることがうかがえた。 

「児童生徒の特性に合った活動内容」について

記述した児童生徒が６名おり、児童生徒が意欲の

持てる活動内容の工夫が満足を与えていることが

示唆された。   

「学習」については５名が記述していた。「学

習しながら、いろんな先生と話したこと。1対 1な

ので質問しやすかったこと」（中）等の記述から

関わりのある学習が児童生徒に満足を与えること

もうかがえる。「自己決定・実行体験」、「『別

室』の環境」、「『別室』での活動全て」、「『別

室』の存在」に満足している児童生徒が各 1 名だ

った。「なし」は８名。無記入が９名だった。 

 

ウ もっとこうして欲しかったと思うことや困っ

たことは？ 

  不満は「なし」が 13名で最も多く、無記入は 16

名だった。このことから「別室」に対して満足、

または不満が少ないことが推測される。「休み時

間にトイレに行きたくても行けなかった」（小）、

「たまに大勢の人と会うことがいやだった」（中）

等の記述から、「人に出会うこと・接触すること

の不安」を感じていると考えられる児童生徒は 9

名いた。次いで、「私の気持ちもわかってほしい」

（小）、「相談にもう少し親身になってほしい」

（中）等の記述から「受容の欲求が満たされない」

と感じていると推測される児童生徒が 4 名いた。

「数学をもっと詳しく教えてほしい」（中）、「あ

とでもっと勉強していればよかったと後悔があ

る」（中）等の記述から「学習に関する不安」を

感じていることが推測される児童生徒が 4名いた。

「自分の言いたかったことを変に解釈された」

（小）、「外からのぞかれるからカーテンをつけ

てほしいって言ったら『カーテンをつけたらよけ

いにみられると思う』みたいなことを言われてつ

けてもらえなかった」（中）等「自己主張の誤解」

を感じていると推測される児童生徒が 3 名いた。

「『別室』の環境として静かさ」に関して記述し

た児童生徒も 2 名いた。これらのことから、「敏

感になっている自分の気持ち」を相手が理解して
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いないと感じると児童生徒は困惑や不満の気持ち

が湧くことが示唆された。 

 

２ 保護者調査の項目の分析結果 

保護者調査の自由記述欄には「『別室登校』に

ついてのお考えを自由に御記入なさってくださ

い。」という質問項目を設定した。有効回答数は N

＝42。うち無記入は９、記述回答数は 33であった。

自由記述項目分析には前述のＳＣＡＴを用いた。

文・単語レベルに細分化して４段階のコーディン

グをし、小テーマが抽出された。抽出した小テー

マの内容を分析した。齊藤（1999）は「不登校の

回復過程」を「こころの内なる作業」として時間

軸に沿って述べている。本調査の「別室登校」に

関する保護者の記述から抽出した小テーマも「こ

ころの内なる作業」過程ととらえ、「別室登校以

前」「別室登校の現状」「別室登校後」の時間軸

を設定することが適切であると考えられた。なお、

コーディングによって抽出された項目の人数につ

いては重複がある。 

別室登校以前のテーマとして、「不登校の要因」

について５名が記述していた。 

「先生や生徒たちに恐怖心を抱いていると思

う」（小）、「学校ではなかなか居場所がない」

（小）、「理由がそれぞれ違う（学校が問題、先

生、生徒が原因、家庭が原因）」（中）、「小学

校の時からのいじめにより、精神面においても不

安である」（中）等の記述から、保護者はケース

により様々な要因を想定していることがうかがえ

た。 

「『別室登校』させる前の保護者の心情」につ

いて６名が記述していた。「親としては特別扱い

されているようで少し気分的に嫌な気持ちを持っ

てしまう」（小）、「始め“別室”という言葉に

とても違和感があり、その教室で毎日過ごさせて

良いのか…」（中）等の記述から、保護者は「別

室登校」に対して教室の児童生徒と分けられるこ

とへの不安、特別扱いへの抵抗感を感じているこ

とがうかがえた。 

別室登校の現状のテーマとして「『別室』の設

置」について６名が記述していた。「前の学校に

はなかったので半年間不登校でした」（小）、「必

ずその場所、逃げ込める部屋はありませんでした」

（小）、「別室がなかったら…と思うと怖くなり

ます」（中）「学校によって格差がある」（中）

等の記述から、「別室」の設置の有無、設置場所

の固定の有無には学校間で格差が見られ、「別室」

を設置することが保護者に安心感を与えることが

示唆された。 

「不登校から教室復帰の中の『別室』の位置」

について 13名が記述していた。「不登校になるよ

りは別室登校できれば」（小）、「別室は教室と

家庭の本当に中間」（小）、「教室にもどるため

のステップであるとともに『自分も学校に通って

いるんだ』という確認の場所」（小）、「『別室』

で過ごすことが不登校を防ぐ」（中）等の記述か

ら、保護者は「別室」が不登校と教室の中間的な

存在証明の場所であるととらえていることがうか

がえた。 

「『別室』の雰囲気」は 10名が記述していた。

「口では教室に無理に入らなくてもよいと先生が

言われても、無言の圧力を感じた」（小）という

教室復帰を強要されることへの拒否感を感じる記

述も見られたが、ほとんどは「自分の居場所にな

って落ち着く」（小）、「教室に入れなくてもい

いから、と思うと子供もちょっと安心」（小）、

「気分に合わせて自由に過ごせる」（中）等の記

述から、保護者は児童生徒が「別室」に安心感を

持ったと感じていることがうかがえた。 

「『別室』での関わり」には 20名が記述してい

た。「学習」に関しての記述を見ると、「子ども

に寄り添い、子どものペースを大切にしながら少
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しずつ進んで行けた」（小）、「自分のペースで

ゆっくり勉強もできた」（小）、「簡単なところ

から勉強することができて高校にも行けた」（中）

と児童生徒の学習進度に合わせた「学習」を肯定

的に評価する保護者がいる反面、「もう少し、中

学生の勉強をさせてほしかった」（中）等の学年

レベルに応じた指導を望む声もあった。 

「関わり」に関しての記述を見ると、「家族だ

けではない他の人と接することができ世界が広が

った」（中）のように関わりができたことを肯定

的にとらえる記述も見られた。また、「熱心に指

導して頂いて感謝しております」（中）のように

教職員が関わることが保護者の安心感につなが

り、感謝の気持ちを生むことがうかがえた。 

「教室復帰への働きかけ」は６名が記述してい

た。「友達には恵まれていたので、休み時間には

別室に来てくれた」（小）、「友だちと給食を食

べたりします」（小）等の記述から、小学校では

教室の友人が関わる働きかけが行われていること

がうかがえた。中学校では、「どうして教室にも

どれないのか登校しづらいのかを子供の気持ちを

大切にしながら子供と足並みをそろえてほしい」

（中）のように、生徒の内面理解を求めることが

示唆された。 

「『別室登校』している児童生徒の保護者の心

情」を記述していたのは 20名だった。肯定的な意

見として、「教室に入れなくても『別室』に行く

ことで学校とつながっている安心感がある」（小）、

「子どもが学校に入れない学校に行きにくい時に

別室がありとてもありがたい」（中）のように「別

室登校」が学校と保護者をつなぐ安心感を生むこ

とが示唆された。一方、否定的な意見として、「教

室で他の人の意見や考え方を聞いて、自分の考え

をまとめるという授業はうけていないので、その

時理解したつもりでも実際には、身についていな

かった」（小）「もう少し、中学生の勉強をさせ

てほしかった」（中）「自主学習がほとんどで、

学習についていくには別室登校に無理がある」

（中）のように自主学習よりは、個別の学習指導

や学年に応じた学習指導を期待していることが示

唆された。 

「『別室登校』への保護者の要望」は 12名だっ

た。まとめると以下のようになる。 

・不登校や「別室登校」から教室復帰への道筋が

知りたい。冊子としてまとめて欲しい。 

・「別室登校」に対応する教職員数を確保し、「別

室」と「別室担当者」は全学校に設置すべきだ。 

・スクールカウンセラーの常勤化を望む。   

・担任外の先生との関係作りも必要だ。 

・不登校、別室登校している児童生徒の保護者同

士が話し合える場を作ってほしい。 

・保護者と学校がそれぞれすべきことを相談し整

理して連携する必要がある。 

「別室登校」後のテーマとして「保護者が望む

児童生徒の将来像」について 6名が記述していた。

「心を開いて前向きになってほしい」（小）、「そ

こから一歩前へ進んでいけたらと思う」（中）、

「いずれは（卒業までに）普通教室へ戻れると信

じている」（中）等の記述から「別室登校」児童

生徒が教室復帰することを期待していることがう

かがえた。 

これらの結果から、保護者は「別室登校」に、

児童生徒が登校していること、児童生徒に寄り添

った対応があること、保護者自身が学校や教職員

と「つながる」感じがあること等に安心感を得て

いることが明らかになった。また、将来的には教

室復帰を望んでいるが、今の児童生徒の現状に対

する理解と適切な対応を求めていることも分かっ

た。さらに、「別室」の現状改善への要望を求め

ていることも分かった。 

 

Ⅳ 結果のまとめ 
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１ 「別室登校」児童生徒が「別室」で最も多く

取り組んでいる活動は「学習」であった。 

２ 保護者は「別室登校」から将来「教室復帰」

することを期待しており、「別室登校」は保護

者に安心感をもたらすことがわかった。 

３ 保護者は「別室」での自習よりは、個別学習

指導を望んでいた。 

４ 「別室登校」児童生徒は教職員等との「関係

作り」がうまくいけば、「別室」への満足度が

上昇するが、「自分の気持ちが理解されない」

と感じると不満を感じやすくなることがわかっ

た。 

 

Ⅴ 考察 

 教室登校から「別室登校」に移った子どもたち

はもちろんのこと、家庭や教育支援センターから

「別室登校」するようになった児童生徒にとって

も、「別室」は教室と物理的に距離の近い居場所

である。「別室登校」児童生徒にとって、教室に

物理的に近い「別室」で学習活動を行うのは、違

和感のない自然なことであろう。教室と物理的距

離が近い場所に児童生徒がいることは、教職員に

とっても児童生徒と関わりやすいことを意味する。

家庭訪問するまでもなく、校内にある「別室」に

児童生徒と関われる「別室」の存在は、教職員に

とって、児童生徒との物理的距離が近いだけでは

なく、気楽に学習をとおして関わったり、個別に

話をしたりしやすい心理的距離が近い環境が整備

されていることも意味する。今回の調査から「別

室登校」児童生徒とその保護者も、「別室登校」

していることによって、学校との心理的距離を近

く感じていることがわかった。それを活用して教

職員が「別室登校」児童生徒やその保護者と深く

関わり、児童生徒と保護者の理解を深めることに

よって、結果的に子どもたちの教室復帰が促進さ

れると考えられる。 

一方、「別室登校」児童生徒とその保護者が学

校を身近に感じることによって、児童生徒と保護

者の「別室」指導への期待が高くなることも考え

られる。今回の調査でも、「別室登校」児童生徒

は教職員等との「関係作り」がうまくいけば、「別

室」への満足度が上昇するが、「自分の気持ちが

理解されない」と感じると不満を感じやすくなっ

ていることがわかった。学校は、そうした児童生

徒と保護者の期待を聞き取り、丁寧に対応するこ

とによって、「別室登校」児童生徒の教室復帰に

向けての取組の成果を上げることができる。 
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児童の主体的な学びを創る学校と資料館との連携

～小学校社会科における資料館の活用について～

研修・支援部 伊豆 優子

本稿は、地域の社会教育施設・教育資源である資料館を社会科の学習指導に生かす視点を主

軸にして、それらの文化施設と学校教育、とりわけ小学校社会科授業との連携の在り方及び、

文化施設に主体的に関わる児童を育成する方策についての考察である。府内小学校に対する児

童アンケート、教員や資料館及び文化財保護に関わる公的機関の職員（学芸員を含む）への聞

き取り調査、博学連携を目指す視点で記された文献による研究から、学校による資料館活用の

現状と課題を明らかにし、児童の主体的な学びを創造するための学校と資料館との効果的な連

携方法と授業を設定する際の具体的な手順例を示した。

＜キーワード＞：小学校３年、小学校６年、社会科、資料館活用、博学連携、学習指導要領

１．課題と研究の目的

1.1 課題の把握

小学校学習指導要領・社会科では、「博物

館や郷土資料館等の施設の活用を図るととも

に、身近な地域及び国土の遺跡や文化財など

の観察や調査を取り入れるようにすること。」

として、社会科授業における博物館や郷土資

料館の積極的な利用を奨めている。これを受

けて、社会科に限らず、児童にとって身近な

地域を取り上げ、体験的な活動を通じて地域

の人や出来事、(遺)物に児童を関わらせなが

ら、社会的事象の意味や仕組みを学ばせるた

めの様々な実践が各現場において進められて

いる。

しかしながら、実際の取組の中では、小学

校の側からは、資料館や（資料館の）展示物

の「活用の難しさ」「活用方法がわからない」

という声が、また資料館の側からは「資料館

をもっと活用してほしい」という疑問や意見

を聞くことがしばしばであった。

資料館の活用については、その重要性が認

識され、実践が進みつつも具体的な内容や方

法について十分な理解が得られていないのが

現状といえる。

1.2 研究の目的

そのため、資料館の施設の有効な利用方法

を身に付けさせたり、社会的な事象を自分自

身の生活と関連付け、問題意識を持たせたり

するためには、どのような指導の工夫が必要

となるか、また、学校と資料館との連携方法

はどうあるべきか、資料館の施設を有効に利

用するための指導者の連携方法の工夫や様々

な事象を自分自身の生活と関連付けて考え、

児童に問題意識を持たせ社会的事象に主体的

に関わる児童を育てる指導の在り方について

研究を行った。

1.3 研究の方法

本研究では、３つの調査研究を行った。一

つ目は小学校第３、６学年児童へのアンケー

ト調査、二つ目は小学校教員及び資料館、文

化・歴史施設職員への聞き取り調査、三つ目

は博学連携を目指す視点で記された文献のう

ち、特に小学校社会科における博物館や郷土

資料館の活用方法について論じている文献に

よる研究である。

２．小学校社会科等における資料館の活用

2.1 資料館の活用によって目指すもの
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児童が、持続的な社会の形成者として、こ

れらの社会を生き抜いていくためには、小学

校の学習過程を通して、よりよい社会の形成

に向けて主体性を持って社会へ積極的に関わ

り、課題を解決していく力を児童に身に付け

させていくことが必要となる。そのために、

児童にとって身近な地域を取り上げ、体験的

な活動を通して、地域の人や出来事や(遺)物

に児童を関わらせながら、社会的事象の意味

や仕組みを学ばせることが大切である。さら

に、自分たちの今ある生活の歴史的な背景や、

我が国の歴史や先人の働きについて理解と関

心を深めるようにすることが大切であると考

えられる。

2.2 小学校学習指導要領における記述

平成20年に改訂された小学校学習指導要領

解説・社会科編では、「博物館や郷土資料館

の活用を図るとともに、身近な地域及び国土

の遺跡や文化財などの観察や調査を行うよう

にすること。（指導計画の作成と内容の取扱

い）」としており、「（博物館やその他の）諸

施設を積極的に活用して、社会科の見学や調

査活動を行うことは、児童の意欲や学習効果

を高める上で、極めて重要なことである。（指

導計画上の配慮事項）」など、社会科授業に

おける博物館等の積極的な利用を奨めてい

る。さらに、小学校の歴史学習では、通史的

に展開し知識を網羅的に覚えさせるのではな

く、国土に残る遺跡や文化財を調べたり、年

表や文章資料などの資料を活用したりして、

人物の願いや働き、文化遺産の意味などを考

え、我が国の歴史に対する興味・関心や愛情

を育てるようにすることを求めており、「地

域の博物館や郷土資料館などの学芸員から話

を聞くことは、歴史的事象を具体的に理解す

る上で有効な学習である。（第６学年の目標

と内容）」としている。

2.3 博物館・資料館等の教育的意義

博物館・資料館は、そうした学習に必要な

地域の歴史・文化・民族等に関わる資料が集

積している場であり、貴重な遺物や史料等に

触れる機会を保証する重要な教育施設であ

る。すなわち、児童が社会的事象への理解を

深めるための様々な取組をサポートする最も

重要な施設であるといえる。

また、歴史民俗博物館では、博物館学習の

学習効果を下記の通り３点示している。

こうした観点から、小学校の教育活動にお

いて、資料館の積極的な活用が求められる。

３ 資料館活用の実際

3.1 小学校の現状と課題

3.1.1 教育課程上の特徴

小学校社会科において、一般的に資料館を

活用するのは主に３年生、６年生が中心とな

ることが多い。３年生は地域の暮らしを中心

に扱い、特に３学期には昔の道具と暮らしに

ついての学習の一環として、地域の資料館へ

出向いて学習を行うことが多い。６年生は歴

史学習を中心に、地域の歴史的事象について

理解を深めるため資料館や神社・仏閣等（こ

れらも広い意味での歴史資料に出合える場）

の活用が多いと考えられる。

②歴史認識の深まり

③情報活用能力の育成

   博物館の多様な情報源から 情報を選択し、  
   活用することを通して育成

               　※出典（財）歴史民俗博物館振興会　『れ　　

きはくをつかお う～博学連携のススメ』

   実物資料を通して、歴史の臨場感を伴った当 
   事者意識に基づく学習

①歴史に関する当事者意識

   展示資料相互の因果関係や変遷を考えるこ  
   とにより生まれる歴史認識を育成
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3.1.2 資料館の主な活用場面

3.1.3 児童アンケート調査

学年

第３学年

第４学年

第５学年

第６学年

主な活用場面（例）

「かわってきた人々のくらし」『古い道具と昔のくらし』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※博物館・資料館における特設展等の時期に併せての活用が多い。

「きょう土を開く」『地域の歴史にふれよう』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
※地域の発展に尽くした人物や地域の歴史が分かるものを調べる学習等で活用する  
   ことが多い。

「私たちの生活と森林」『木材をつくり出す森』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
※地域の産業の特色を学ぶ学習過程における関連施設の活用が多い。

「日本の歴史」『歴史博物館へ行ってみよう』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※各地域における歴史的特色のある時代を学習する際に活用することが多い。

３年 ６年

34.1% 30.3%

50.8% 37.4%

13.0% 22.1%

2.2% 10.3%

20.0% 23.6%

10.3% 27.2%

15.1% 5.1%

50.3% 37.4%

4.3% 6.7%

36.2% 29.2%

25.9% 43.6%

13.0% 12.3%

24.9% 14.9%

50.3% 88.7%

51.4% 37.4%

18.4% 15.4%

16.8% 3.1%

19.5% 17.4%

3.2% 1.5%

47.6% 20.5%

35.1% 40.0%

14.6% 30.3%

2.7% 9.2%

質問 回答選択肢

１．社会科の学習は  
     好きですか。

①好き

②どちらかというと好き

③どちらかというときらい

④きらい

【児童アンケート】

２．どのような学習が　
　　好きですか。

①自分で調べて学ぶ学習

②先生の話を中心に聞いて学ぶ学習

③地域の方などのお話を聞いて学ぶ学習

④資料館や博物館などに出かけて学ぶ学習

⑤その他（班で話し合う学習、新聞を作る学習）

④地域の方に聞く

⑤資料館・博物館

⑥その他

３．資料館をどれくら  
     い利用しますか。

①１年に２，３回以上

②１年に１回くらい

③数年に１回くらい

④利用したことがない

４．どんな目的で利　　
　　用しましたか。

６．地域の歴史を知   
     りたいと思います　
　　か。

①そう思う

②どちらかというとそう思う

③あまり思わない

④思わない

別表

５．調べ学習の方法

①本やインターネット

②家の人に聞く

③先生に聞く

学校における博物館・資料館等の活用の状

況を知るため、平成24年１月中旬に、京都府

内小学校２校（第３学年児童185名、第６学

年児童195名）においてアンケート調査を実

施した。今回アンケートを実施した２小学校

の校区周辺地域には、市の資料館があり、専

門知識を有した職員（学芸員を含む）が在籍

しており、児童が徒歩で資料館に足を運ぶこ

とができるなどの立地条件も加わって、比較

的児童が利用しやすい条件が整っているとい

える。（アンケートの内容は以下の通りであ

る。）

3.1.4 アンケート結果から

①教科（社会科）については、約７割（第

３学年では約85%、第６学年で約68% ）

の児童が肯定的な回答をしている。

②約半数（３年生で約５割、６年生で約４

割）の児童が、「資料館や博物館を活用

した学習が好き」と回答している。

③資料館等の利用頻度について、約６割か

ら７割の児童が、年に２、３回もしくは

１回以上としている。（一方で、約２割

の児童が「利用していない」と回答して

いる。）

上記のアンケート結果から、社会科の学習

の中でも「資料館や博物館などに出かけて学

ぶ学習」の好きな児童が多い反面、資料館の

利用頻度は年１回程度にとどまっている児童
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の割合の多いことが窺える。また、調べる学

習においても、多くは本やインターネット等

の活用が多く、資料館・博物館等の活用を調

べる学習の手段としている児童はまだまだ少

ないことがわかる。利用目的は下記アンケー

ト項目の通りである。

このことを踏まえて、資料館を学習場面に

おいて具体的に活用する方法を児童に確実に

身に付けさせるとともに、児童の学習課題と

合致させるねらいを持ち、資料館を効果的に

活用させるための指導の充実が求められる。

3.2 博物館・資料館等の現状と課題

博物館・資料館等は、歴史、民俗、産業等

に関する実物、模写、模型、文献等の資料を

収集し、保管し、展示して教育的配慮の下に

一般市民の利用に供し、その教養、調査研究、

レクリエーション等に資するために必要な事

業を行い、あわせてこれらの資料に関する調

査研究を行う機関である。常設展示や企画展

示、図録等の書籍頒布等に取り組むとともに、

学校教育にも様々な形で積極的な協力をして

いる。

今回研究を進めるに当たり、府内３機関の

資料館等の職員（学芸員）に学校との連携と

いう視点に限定して、現状と課題についての

聞き取り調査を行った。以下に主なポイント

を挙げる。

3.2.1 現状と課題について

・小学生の利用に際して、社会科、総合的な

学習の時間等における児童の学習内容、学習

時期等について理解し、児童の調べ学習等に

対応できるよう資料館の展示見学や出前授業

【アンケート項目４】

４．どんな目的で利　　
　　用しましたか　　　　

　（記述式）

３年

資料を探すため、社会科
の学習（展示物の見学）、
授業で出た質問を調べる
ため、昔の暮らしを調べる
ため

６年

社会科の学習（展示物の
見学）、市町の歴史につい
て調べるため（資料館で
学芸員さんに地域の話を
聞くなど）、総合の歴史パ
ンフレット作りの調査

などを実施している。

・資料館の施設（展示物）の見学や学芸員や

ボランティアガイドの話を聞くなどの学習活

動の実施に当たり、学年（学級）担任教員と

の打ち合わせの時間をできるだけ確保するよ

うに心がけている。しかし、実際には当日の

見学・説明に至るまでの十分な打ち合わせが

なされないまま児童の学習活動が行われてい

る現状もある。

・資料館の学芸員は実証史学に厳密であるが

故に、教師の授業実践とつなげて考えにくい

場合がある。教師が行う歴史教育の場合、あ

る程度の歴史の流れを教える必要があり、資

料館側に実証性のみを問題にされると、指導

のための地域教材が作成しにくい。

3.2.2 学校の課題について

・展示の内容について「教科書と同様のもの

を展示してほしい」という要望が、児童や地

域の歴史を教える教員から多く寄せられると

ともに、教科書に載っていない地域独自の文

化財や道具類に関心を示さない児童が多くな

ってきた。教科書で広くどの地域でも知られ

ている文化財の特徴を知ることは重要なこと

であるが、その地域独自の文化財は、地域の

特色や人々の暮らしを直に知ることができる

貴重なものである。そうした地域の伝統的な

暮らしの様子や歴史的な意義を次の世代を担

う子どもたちにしっかりと引き継いでいくこ

とが大切であると考えられる。

・児童の地域環境からも学びたいという意識

をもっと持たせる工夫が必要である。また、

児童に具体的な利用の仕方を学ばせることが

重要である（教師も同様）。その際、教師自

らが様々な地域素材を集めて教材を工夫・開

発する努力が必要である。

・教育的配慮（子どもの理解力など）と専門

性（史・資料の取扱い）は安易に対立させて

考えることはできない。折角の地域の素材と

児童の出合いのチャンスの芽を摘んでしまわ

ないようにすべきである。
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資料館は「見学するところ」という認識に

基づき、一度の見学でその役割が終わると考

えていることが多い。地域の資料館に足繁く

通い、「教材を探す、見付ける場所」と位置

付けて活用する意識が重要であり、資料館は

「見学するだけでなく使うもの」という発想

を持つ必要がある。

４ 博物館・資料館等の活用の充実のための

連携の在り方について

4.1 学校ニーズの明確化

まず、資料館の文化施設との連携を図る上

で重要なことは、資料館との連携を図りやす

くするための環境整備である。連携を実際に

行っていこうと考えたとき、時間的な制約が

あり、学芸員と教員の打ち合わせの時間が十

分に確保できないという課題がある。

限られた時間の中で、学校と資料館の双方

が学習のねらいを共有してそれぞれの役割を

明らかにするためには、まず学校側が、資料

館の持つ素材や機能のうち、どのようなもの

が必要なのか明確にしておかなければならな

い。

すなわち、児童の実態に即した授業を組み

立て、指導を行うためには、実際に指導に当

たる教員が学習内容の中で資料館の学習素材

の活用がどのような位置付けとなり、その後

の学習にどのような影響を与えるものである

のかを的確に把握し、最大限学習効果を得ら

れるよう企画・調整することが必要であろ

う。

4.2 学校と博物館・資料館等との連携方法

の工夫

学校と資料館との連携を行う際、資料館の

展示物などの資料にどのようなものがあり、

それが指導学年の単元の学習にどのように関

連付けることができるのかを事前に把握して

おく必要がある。その際、指導者（学級担任）

と資料館学芸員との打ち合わせは必要不可欠

である。教師が下見を行う際に、資料館の学

芸員との事前の打ち合わせの機会を使って、

資料館にある学習素材を紹介してもらうな

ど、それを児童にどのように提示するかを相

談することも重要である。資料館の展示物等

をどのように位置付け、発展させ、授業を組

み立てていくのかは、指導者である教師が主

体的に設定していく必要がある。その上で、

施設の方に必要な情報の連携・協力を求める

スタイルが望ましいのではないかと考える。

可能であれば、課題設定の段階での連携も、

計画的、効果的な学習を進める上で重要であ

ると考える。

資料館の展示物等を専門的立場から紹介し

ていただく場合も、それを聞く児童がどのよ

うな学習を経て、どのような社会的事象に興

味・関心を持っているのかを事前に共通理解

しておくことが大切であると考える。

4.3 博物館・資料館等の活用の類型

学習過程の中で、資料館の活用をどのよう

に位置付けるかについては、学習のねらいや

児童の実態、博物館（資料館）の特性によっ

て異なる。

前述の一場郁夫氏は、「歴史発見歴博活用

のアイデア（歴史民俗博物館振興会 1999年)」

の中で、学校での博物館活用を、①博物館活

用Ａ型【課題発見型】（導入段階）、②博物館

活用Ｂ型【問題解決型】（展開段階）、③博物

館活用Ｃ型【調査活動型】（展開段階）、④博

物館活用Ｄ型【学習整理型】（まとめ段階）、

⑤博物館活用Ｅ型【発展学習型】（発展段階）

の５つの類型に分類し、それぞれの学習の流

れを示している。これらの類型と期待できる

学習効果は次のように考えられる。

①の学習は、博物館学習→学習課題→調査

活動→まとめへと進める。これは、単元の学

習に入る前の導入段階で自由に展示物を見学

したり体験活動をしたりすることによって一

人一人が自分の学習課題を見付けることがで

きる。事前学習を行わないため、歴史的事象

との新鮮な出合いの場を設定することができ
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るとともに、児童が関心を持った展示資料に

基づいて多様な学習を展開することができ

る。

②の学習は、学習課題→調査活動→博物館

学習→まとめへと進める。これは、学校での

授業において自分が設定した学習課題に沿っ

て様々な資料を活用して調査・研究した後

で、地域の歴史などもっと詳しく知りたいと

思う学習内容についての調査活動を博物館に

おいて行うものである。基礎的な知識を得た

上で自分の関心のある課題を追究できる学習

過程であるため、児童の主体的な学習活動が

期待できる。

③の学習は、学習課題→博物館学習→調査

活動→まとめへと進める。これは、学校の授

業において学習課題を設定した後、博物館で

体験活動や調査活動を行う。実物に触れ、体

験したことなどを再度学校で資料等を使って

確認する学習過程により、当時の人々が生き

た時代をより一層身近に感じ、歴史認識を深

め、意欲的な学習を展開することができる。

④の学習は、学習課題→調査活動→調査活

動→博物館学習・まとめへと進める。これは、

学校で学んだ学習内容を整理・確認するため

の学習過程である。児童が課題意識を持って

学習を進めるので、児童一人一人の歴史認識

を一層深める学習を展開することができる。

⑤の学習は、学習課題→調査活動→まとめ

→博物館学習へと進める。

学習計画に基づく調査活動で得られたこと

を整理する中で、新たな課題やさらに深めた

い内容について、博物館・資料館で学ぶこと

により自ら主体的に学び続けるための力を培

うことにつながる。指導者は、一人一人の学

習課題を把握し、的確に支援を行うことが求

められる。

上記の分類を踏まえ、学習のどの場面で、

何の目的を持って資料館を活用するのか、目

的意識を持った指導が求められる。また、資

料館の活用を目的とする授業を設定するとき

の手順を指導者が把握し、実践することが重

要であると考える。このことを踏まえ、施設

活用における授業設定時の手順を示した。

4.4 授業設定時の手順（例）

4.4.1 教師による施設や展示物等の事前確認

（学習活動を単元計画のどこに設定す

るかを決める）

授業を進めるに当たって、教師自身がまず

地域の特徴を理解することが重要である。自

ら地域に出かけ、地域の社会事象を実感する

ことで、児童に学ばせたい教材に出合うこと

ができる。その上で、教師自身が気付いた地

域にある学習素材と学習指導要領で求める内

容とが適合するかを見極めるとともに、単元

の核となる指導内容を決定していく。

また、教師が事前に資料館を知るために、

学校の図書室や職員室等に地域に関わる書籍

や雑誌（博物館の図録、館報、目録、パンフ

レットなど）を集めて配架し、教師が日常的

に活用できるようにする。このことにより、

教師の下見の直前に、どのような博物館、資

料館であり、過去にどんな展示をしていたか

を把握しておくことも大切であると考える。

4.4.2 博物館・資料館等の学芸員との事前

（事後）の打ち合わせ

資料館にある学習素材を紹介してもらい、

それを児童にどのように提示すれば、より学

習効果が得られるかを相談する。

その際、教師は単元に向かう子どもの実態

や意識を事前にしっかりととらえ、資料館側

と十分に意思疎通を図っておくことが重要で

ある。そのことにより、実際に展示物や資料

を紹介する際のポイント等も明確になり、よ

り学習効果が高まると考えられる。(可能な

らば)資料館での学習日だけでなく、事前・

事後の学習計画も資料館側に伝えておくこと

が重要である。例えば、第３学年での、「昔

の道具や暮らし」についての説明を施設の方

にしていただく際、児童の今後の学習予定を

理解していただいていることで、より単元の
29



ねらいに沿った活動が期待できる。

4.4.3 具体的な学習場面をに想定した単元指

導計画を作成

単元を構成する際、単元で育てたい児童の

具体の姿を教師が想定しておくことが重要で

ある。児童の学習状況を適時適切に捉えなが

ら、児童が自分で学習課題を見い出し、主体

的に追究できるような単元を構成することが

大切である。次に、教科書との関連を調べる

ことである。教科書における内容の取扱いと

学び方等を十分に比較・検討し、学習場面で

児童がより意欲的、主体的に学ぶことができ

るような内容の提示の仕方や学び方を考える

ことが重要である。

4.4.4 博物館・資料館等の学芸員に学習結果

を評価してもらう場を設定する。

児童自身がこれまでの学習活動を振り返

り、その成果を実感するとともに、児童の学

習活動に関わった指導者がそれぞれの指導に

ついて振り返り、その成果と課題を共有する

ことにより、単発的な学習(見学)の経験に終

わることなく、生涯にわたって資料館等の社

会教育施設と児童を結ぶ関わりを継続してい

くことにつながる。

4.5 児童に対する指導の在り方

4.5.1 施設利用の方法に関する指導

施設を利用するに当たって大切にすること

は、何のために施設を利用するのかという目

的意識を持たせることである。事前に課題を

持ち、活動の目的をはっきりさせておくこと

が大切であると考える。課題を明確に持つこ

とによって見学への取り組み方が違ってく

る。課題をしっかり持たせるために、授業の

中で見学の意図を明確にするための話合いの

時間も十分確保する必要がある。問題解決に

向けての意欲と見通しを持つようにすること

で、児童が意識的に見る、聞くようになり、

学習活動が充実したものになると考える。社

会的(歴史的)事象について知ることの面白さ

や(歴史的)価値を感じ取らせることが、博物

館や資料館の活用の主たる目的である。この

ことから、見たり、物に触れたりする時間や

活動を十分に確保することが大切であると考

える。

施設を学習に活用していくためには、施設

の使い方に慣れ、施設を使って学習を行って

いくスタイルを学んで行くことが必要であ

る。そこで、見学の事前指導で調べ方や見学

の仕方、質問の仕方などを学習する機会を設

定し、自力で解決する方法や能力を身に付け

るようにすることが大切であると考える。小

学生にとって、社会教育施設の活用方法を身

に付けていくことで、地域の発展に尽くした

人材や(遺)物など地域を知るための第一歩に

なる。資料館の活用を通して、施設の活用方

法を身に付け、学び方に慣れることにより、

児童は今後も他の施設を有効に活用できるよ

うになってくるのではないかと考える。

4.5.2 課題意識の醸成

前述の一場郁夫氏は、学習過程の中に位置

付けた博物館学習の類型とともに、児童に醸

成しておきたいこととして、次の３点を指摘

している。

①児童の学ぶ意欲・知的好奇心を十分高め

られているか。

②児童の学習課題は博物館でなければ解決

できないものになっているか。

③博物館の特徴を活かした学習活動が用意

されているか。

児童が自らの課題意識を基にして調査活動

を進める過程で、資料館を活用することによ

り、児童の学びは一層深まる。例えば、導入

段階での資料提示や発問の仕方によって児童

の課題意識は全く異なったものになる。この

過程を大切にすることによって児童は自らの

学習課題を追究するようになる。また、本や

インターネット等からの情報、児童相互の情

報交換、相互評価などを適切に組み合わせる
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ことにより、資料館で得たいものが明確にな

る。つまり、教科書や資料集では確認できな

い、実物資料を見ることによって大きさや形

を実感することや、同じ空間の中で他の資料

と比較してみるといった三次元的ともいえる

学習の展開が期待できる。そのことは、資料

館の活用場面を、「導入」・「展開」・「まとめ」

のどの部分に位置付けるのかに関わらず、児

童の学習進捗の各段階における新たな課題意

識につながるものとなる。

さらに、資料館において実物に触れる活動

を通して、我が国の歴史・文化・風俗等に対

する理解を深めることは、やがて愛着や誇り

といった心情面の醸成にもつながると考えら

れる。

５ おわりに

博物館・資料館等に展示された(遺)物をた

だ見学したという感想で終わらないようにす

るためには、(遺)物の背景にある人間の生活

や知恵などの姿を児童が捉えられるようにす

ることが大切であり、それらが語る姿を積極

的に読み取ることのできる力を育てる必要が

ある。

そして、資料館等の展示資料から歴史、文

化に触れる活動を通して、児童の心の中に

(遺)物に対しての畏敬の念が生じ、その心が

やがて我が国の歴史、文化、伝統を大切にし

ようとする心情に発展していくと考える。

そのためにも、今後、学校における資料館

を活用した学習活動を年間計画の中に明確に

位置付け、計画的に実践できるようにしたい。

資料館（学芸員）から学ぶと同時に先輩教

員の多くの優れた実践から学ぶことにより、

資料館の新たな活用方法を知ることも重要で

ある。多くの教師の実践を一過性のものに終

わらせることなく、記録し再検討しつつ継承

していこうとする姿勢が必要であると考えら

れる。
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項目カテゴリ参照プロファイルによる学力テストの誤答分析 

 

松 宮   功 

 

 

１ 問題と目的 

 学力テスト結果の誤答からは，指導に活用できる多くの情報がもたらされる。限られた

時間内で，広範囲の学習内容を対象として学力を測定する目的でテストを実施する場合，

選択式テスト項目がしばしば採用される。選択式テスト項目で構成される小中学校の学力

テストは，受検者の誤る過程を想定して誤答が用意される。テスト実施後は，選択率の高

かった誤答は後の指導に生かされる。このように，受験者の誤答類型の選択率を考察する

ことは有用である。本来，記述式と選択式のテスト項目に優劣はない。それぞれの特徴を

踏まえて，テストの目的に応じて適切な方式を選んだり組み合わせたりすることが必要で

ある。本府が実施する京都府学力診断テストのおける学力診断は，この誤答によって行わ

れていると考えてよい。 

誤答分析を行う際，学力層による誤答選択状況まで踏み込んで分析すれば，より詳細な

情報が得られる。一般的に学力に対する正答選択率は単調増加であるが，すべての誤答選

択肢の選択率が単調減少するわけではない。ある学力層に偏って好まれる誤答選択肢があ

る。このような層を特定することができれば，指導すべき層を絞ることができ，具体的で

有効な手立ても考えやすい。 

そこで本研究では，潜在学力層を想定するニューラルテスト理論（NTT；Neural Test Theory , 

Shojima, 2008a, 2008b）を使い，特徴的な誤答を持つテスト項目の理由を考察する。 

２ 方法 

 正答選択肢と誤答選択肢を同時に分析するための名義 NTT モデルによって分析する。得

られた項目カテゴリ参照プロファイル（ICRP；Item Categories Reference Profile）を用いて誤

答状況を検討する。ICRP は選択式項目に対して，選択肢ごとの潜在ランク別選択確率を表

現される。すなわち学力テストの場合，どの学力層がその誤答を選択する確率が高いかを

検討することができる。具体的には，選択式項目によって構成された平成 21 年度京都府学

力診断テスト（中学校数学，全 25 項目，選択式 23 項目，N＝9,494）の名義データを，名義

NTT モデルによって分析して項目別に ICRP を得る。その中から特徴的な ICRP を持つ誤答

選択肢を取り出して検討する。 

今回の分析では，正答確率の単調増加制約，目標分布は指定しなかった。したがって， 5

段階相対評価や四分位点のような事前に決められた比率分類ではなく，実際に測定される
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生徒の学力から，学力ランクの境界が設定され分類が行われる。分析に用いたソフトウェ

ア（Exmetorika4.0，Shojima 2009）では，学力の潜在ランク数を分析者が設定することがで

きる。今回は 5 段階とした。また，LRT-GTM（Latent Rank Theory－Generative Topographic 

Mapping）によって分析した。 

３ 結果と考察 

 選択式 23 項目の中で，正答確率が単調増加とならなかったものは 2 項目，1 以上の誤答

の選択確率が単調減少しなかったものが 14 項目あった。この 14 項目のうち 3 項目の ICRP

を例として挙げ，項目ごとに検討する。 

（1）項目 1：分数を含む，正の数・負の数の四則計算を行う 

 

 

 

 

項目 1    4
2

3
12   を計算しなさい。 

ア －72  イ －32  ウ －2 エ 32 

[選択肢の誤答想定] 

ア －72 逆数にせず，かけ算の計算をした 

イ －32 正答 

ウ －2  かけ算 3/2×4 を先に計算した 

エ 32  符号を間違えた 

 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

R1 R2 R3 R4 R5

確
率 

潜在ランク 

図１ ＩＣＲＰ（項目1） 

ア誤答 

イ正答 

ウ誤答 

エ誤答 

項目 1   (－12)÷
3

2
×4 を計算しなさい。 

    ア －72  イ －32  ウ －2  エ 32 

[選択肢の誤答想定] 

  ア －72  逆数にせず、かけ算の計算をした 

  イ －32   正答 

  ウ －2     かけ算 3/2×4 を先に計算をした 

  エ 32   符号を間違えた 
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項目 1 では，潜在ランク R1・R2 の生徒の多くが符号だけが異なる誤答エを選択している

（図 1）。この誤答は二つの誤りが想定される。乗除算の符号決定方法の知識が不十分か，

知っているが－符号を忘れたかのいずれかである。R1・R2 に所属すると推定された生徒に

対して，負の数を含む 3 数以上の乗除算を復習させる必要が高いと考えられる。 

（2）項目 2：文字式の文字に数値を代入し，式の値を求める 

 

 

 

 

項目 2 には，典型的な 3 種類の誤答が用意されている。ICRP には，R3・R4 と推定され

た生徒だけでなく，R5 の誤答者のほとんどがアを選択することが示されている（図 2）。誤

答アは，2 乗の計算方法は知っているが，負の数の累乗計算の習得が不十分であることが推

項目 2 4x のとき， 62 x の値を求めなさい。 

ア －22  イ －14  ウ 2  エ 10 

[選択肢の誤答想定] 

ア －22 (－4)
2
＝－16 とした 

イ －14 正答 

ウ －2  (－4)
2
＝－8 とした 

エ 10  (－4)
2
＝8 とした 
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図２ ＩＣＲＰ（項目2） 

ア誤答 

イ誤答 

ウ誤答 

エ正答 

項目 2   x = −4 のとき，x2―6 の値を求めなさい。 

    ア －22  イ －14  ウ 2  エ 10 

[選択肢の誤答想定] 

  ア －22  (－4)
2＝－16 とした 

  イ －14  (－4)
2＝－8 とした 

  ウ 2       (－4)
2＝8 とした 

  エ 10   正答 
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測される。R3～R5 と推定される層にも，負の数の累乗に関する再指導の必要性を示唆して

いる。 

（3）項目 3：文字式を用いて百分率を表現する 

 

 

 

 

項目 3 では，R2・R3 と推定された学力層において誤答イが選ばれている（図 3）。誤答イ

は，百分率の計算は習得しているが，「10％引き」を「10％」と読み誤る受検者の受け皿と

して想定された選択肢である。彼らには，「％割引」「％の利益」など様々な表現の問題文

を提示して練習させる指導が有効であると考えられる。 

（4）まとめ 

 項目 3 定価a円の品物を 10％引きで買いました。 

代金を表す式として正しいものを選びなさい。 

ア a10  イ a
10

1  ウ 10a  エ a
10

9  

[選択肢の誤答想定] 

ア yの意味を理解せず， aに 10 をかけた 

イ aの 10％を求めた 

ウ 割合と 10％の意味を理解しておらず， aからひいた 

エ 正答 
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図３ ＩＣＲＰ（項目3） 

ア誤答 

イ誤答 

ウ誤答 

エ正答 
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 以上の 3 例からもわかるとおり，全体から見た誤答率だけでなく，学力層に注目した誤

答情報によって指導を見直すならば，内容によって指導のターゲットを絞るという点で，

的確な改善が期待される。本研究では，反応パタンの類似性によって段階評価された潜在

ランクを学力層として考えた。なお，正答数によって学力を層別化して同様のことを行う

こともできるが，テストを標準化することを視野に入れているため，本研究では段階評価

のためのテスト標準化理論である NTT を用いた。 

 

文献 

Shojima, K.(2008a) Neural test theory. K. Shigemasu et al. (Eds) New Trends in Psychometrics, 

Universal Academy Press, Inc. 

Shojima, K.(2008b) Neural test theory: A latent rank theory for analyzing test data. DNC Research Note1 

36



京都府総合教育センター

研究紀要 第２集

発行日 平成25年８月１日

編集発行 京都府総合教育センター

〒612-0064

京都市伏見区桃山毛利長門西町

ＴＥＬ 075-612-3266




